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1. 報告書の目的  

本報告書は、電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第 24 条第１項の規定に基づき、特定ド
メイン名電気通信役務（ドメイン名電気通信役務（第 164 条第 2 項第 1 号に規定するドメイン
名電気通信役務をいう。第 41 条及び第 41 条の 2 において同じ。）のうち、確実かつ安定的な
提供を特に確保する必要があるものとして総務省令で定めるものをいう。第 39 条の 3 において
同じ。）を提供する当社に関し、会計の基準を確立するとともに、その財政状態及び経営成績を
明らかにすることを目的としている。 

 

2. 根拠法令等 

本報告書は、以下の法令の規定に基づいて作成している。  

・電気通信事業法 （昭和 59 年法律第 86 号）  

・電気通信事業会計規則（昭和 60 年郵政省令第 26 号） 
 

3. 会計処理の基準  

当社は、電気通信事業会計規則（昭和 60 年郵政省令第 26 号）に定める基準に従って、事業年
度における財政状態及び経営成績を明らかにしている。  

 

4. 財務諸表の構成 

財務諸表については、電気通信事業会計規則（昭和 60 年郵政省令第 26 号）第 5 条第 2 項に基
づき作成している。 

(1) 貸借対照表 

(2) 損益計算書  

(3) 株主資本等変動計算書 

(4) 個別注記表 
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第二部  

財 務 諸 表  
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様式第１ 

貸  借  対  照  表 

事業者名 ＧＭＯドメインレジストリ株式会社 

令和 7 年 1 月 1 日から 

令和 7 年 12 月 31 日まで 

（単位 円） 

資産の部 

Ⅰ 流動資産 

1  現金及び預金                          1,409,809,451 
2  売掛金             27,094,848 
3  前渡金             91,609,167 
4  前払費用             88,881,640 
5 立替金            109,339,277 
6 未収消費税              4,060,938 
7  その他の流動資産                                   847,552 

貸倒引当金                 △10,432,835 

流動資産合計               ,1,721,210,038 

Ⅱ 固定資産 

Ａ ドメイン名関連事業固定資産 

(1) 有形固定資産 

1 建物    6,781,640 
減価償却累計額          2,962,512         ,3,819,128 

2 工具、器具及び備品        2,625,932 
減価償却累計額       , ,1,394,165        ,,1,231,767 

有形固定資産合計          5,050,895 

(2) 無形固定資産 

1  権利金                     2,640,715,130 

2  リース資産             1,616,136 

3  その他の無形固定資産            1,718,601 

無形固定資産合計      2,644,049,867 

ドメイン名関連事業固定資産合計     2,649,100,762 

Ｂ 投資その他の資産 

1  関係会社株式                     6,373,101 

2  繰延税金資産           56,131,939 

3  その他の投資及びその他の資産        5,984,940 

投資その他の資産合計            68,489,980 

固定資産合計       2,717,590,742 

資産合計       4,438,800,780 
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負債の部 

I  流動負債 

1  1 年内返済予定の⾧期借入金         342,500,000 

2  リース債務     1,802,847 

3  未払金           353,528,771 

4  前受金         ,1,425,959,729 

5  未払法人税等          121,691,400 

6  賞与引当金             9,535,420 

7  役員賞与引当金           11,850,000 

8  その他流動負債           13,611,939 

流動負債合計       2,280,480,106 

Ⅱ  固定負債   

1  ⾧期借入金                         ,,1,091,250,000 

2 資産除去債務                     3,342,965 

固定負債合計       1,094,592,965 

負債合計       3,375,073,071 

 

純資産の部 

Ⅰ  株主資本            

1  資本金         100,000,000 

2  資本剰余金   

(a) その他資本剰余金  390,000,000 

資本剰余金合計         390,000,000 

3  利益剰余金 

(a) その他利益剰余金 

利益準備金    25,000,000 

繰越利益剰余金  550,850,119 

利益剰余金合計            575,850,119 

株主資本合計               ,1,065,850,119 

 Ⅱ  評価・換算差額等 

繰延ヘッジ損益  △2,122,410 

評価・換算差額等合計           △2,122,410 

純資産合計               ,1,063,727,709 

負債・純資産合計                                  4,438,800,780 
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様式第 2 

損  益  計  算  書 

事業者名 ＧＭＯドメインレジストリ株式会社 

令和 7 年 1 月 1 日から 

令和 7 年 12 月 31 日まで 

（単位 円） 

Ⅰ ドメイン名関連事業営業損益 

1  売上高   2,102,486,954 

2  売上原価             765,080,084 

売上総利益      ,1,337,406,870 

3  販売費及び一般管理費            885,190,500 

ドメイン名関連事業営業利益       452,216,370 

Ⅱ 営業外収益 

1  受取利息                             904,561 

2 為替差益                           ,5,974,024 

3  雑収入               ,1,080,006      7,958,591 

Ⅲ 営業外費用 

1  支払利息                 20,034,988     20,034,988 

経常利益             440,139,973 

Ⅳ 特別損失 

1  固定資産除却損                   ,1             ,1 

 

税引前当期純利益                      440,139,972 

法人税、住民税及び事業税                                174,275,441 

法人税等調整額                       △5,253,354 

当期純利益        271,117,885 
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様式第 3 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

事業者名 ＧＭＯドメインレジストリ株式会社 

令和 7 年 1 月 1 日から 

令和 7 年 12 月 31 日まで 

 

（単位 円） 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

株主資本 評価・換算差額等 

純
資
産
合
計 

利益剰余金 

株
主
資
本
合
計 

繰
延
ヘ
ỿ
ジ
損
益 

評
価
・
換
算
差
額
等
合
計 

利
益
準
備
金 

その他利益剰余金 
利
益
剰
余
金
合
計 

繰
越
利
益
剰
余
金 

当期首残高 25,000,000 394,650,634 419,650,634 909,650,634 △2,157,583 △2,157,583 907,493,051 

当期変動額        

剰余金の配当  △114,918,400 △114,918,400 △114,918,400   △114,918,400 

当期純利益  271,117,885 271,117,885 271,117,885   271,117,885 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額)     35,173 35,173 35,173 

当期変動額合計   156,199,485 156,199,485 156,199,485 35,173 35,173 156,234,658 

当期末残高 25,000,000 550,850,119 575,850,119 1,065,850,119 △2,122,410 △2,122,410 1,063,727,709 

 

 

 

株主資本 

資
本
金 

資本剰余金 

そ
の
他
資
本
剰
余
金 

資
本
剰
余
金
合
計 

当期首残高 100,000,000 390,000,000 390,000,000 

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益    
株主資本以外の項目の 
当期変動額(純額)    

当期変動額合計     

当期末残高 100,000,000 390,000,000 390,000,000 
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様式第 4 

個  別  注  記  表 

事業者名 ＧＭＯドメインレジストリ株式会社 

令和 7 年 1 月 1 日から 

令和 7 年 12 月 31 日まで 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

①  子会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ３年 

工具、器具及び備品 ５～20 年 

②  無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可 

能見込期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており 

ます。 

②  賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う 

分を計上しております。 

③  役員賞与引当金 

       役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分 

を計上しております。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予 

約については振当処理を行っております。 

② ヘッジの手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・為替予約取引 

ヘッジ対象・・・外貨建債務及び外貨建予定取引 
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③ ヘッジ方針 

為替変動に起因するリスクを回避することを目的で為替予約取引を行っております。なお、 

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

該当する各デリバティブ取引とヘッジ対象について、債権債務額、ヘッジ取引の条件等を都 

度評価・判断することによって有効性の評価を行っております。 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①  消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

②  グループ通算制度の採用 

グループ通算制度を適用しております。 

(6) 会計方針の変更 

① 収益認識に関する会計基準等の適用 

       「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識 

会計基準」という。）等を当会計年度の期首から適用し、顧客に支払われる対価は、顧客から 

受領する別個の財又はサービスと交換に支払われるものである場合を除き、取引価格から減額 

した金額で収益を認識することとしております。 

       これにより、顧客へ支出する広告宣伝費の識別を行った結果、自社保有ドメインの為に支出 

する広告宣伝費の一部について、広告宣伝費として全額計上する方法によっておりましたが、 

この広告宣伝費に対する支払は、顧客に支払われる対価に該当し、上記支出を売上高とネット 

する必要があると判断し、収益認識する方法に変更しております。 

 

２ 株主資本等変動計算書に関する注記  

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 26,800 株 


